
 

 

貸 借 対 照 表 
（令和４年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

その他流動資産 

 

固 定 資 産 

鉄道事業固定資産 

 有 形 固 定 資 産 

 無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

 

繰 延 資 産 

株 式 交 付 費 

 

6,018,478 

6,017,245 

1,232 

 

69,344,193 

69,292,395 

39,275,566 

30,016,828 

51,798 

3,979 

47,818 

 

30 

30 

（負債の部） 

流 動 負 債 

1年以内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 払 利 息 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

その他流動負債 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

その他固定負債 

負 債 計 

 

（純資産の部） 

 株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

 その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

純 資 産 計 

 

1,134,954 

973,500 

1,990 

66,660 

69,604 

589 

16,843 

1,240 

4,526 

63,734,568 

63,707,438 

27,130 

64,869,522 

 

 

10,493,179 

24,637,050 

△14,143,870 

△14,143,870 

△14,143,870 

10,493,179 

資  産  合  計 75,362,702 負 債・純 資 産 合 計 75,362,702 

 



 

 

損 益 計 算 書 
令和 ３年 ４月 １日から 

令和 ４年 ３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 金 額 

 

鉄道事業営業収益 

     線路使用料収入 

     運 輸 雑 収 

鉄道事業営業費 

一 般 管 理 費 

諸 税 

減 価 償 却 費 

 

 

2,147,709 

194,162 

 

 

 

2,341,871 

 

 

 

3,193,183 

 

107,400 

500,412 

2,585,370 

鉄 道 事 業 営 業 損 失  

 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

雑 収 入 

 

 

 

133 

133 

851,312 

 

 

 

267 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 

株式交付費償却 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

204,822 

693 

 

 

 

205,515 

 
   経 常 損 失 

      税 引 前 当 期 純 損 失 

     法人税、住民税及び事業税 

 

 

 

2,010 

1,056,560 

1,056,560 

2,010 

 当 期 純 損 失  1,058,570 

（単位：千円） 



 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

令和 ３年４月 １日から 

令和 ４年３月３１日まで 

 

（単位：千円） 

 

株 主 資 本 

純資産合計 
資 本 金 

利 益 剰 余 金  

株主資本合計 その他利益剰余金 

繰越利益剰余金  

  当 期 首 残 高 24,637,050 △ 13,085,299 11,551,750 11,551,750 

 当 期 変 動 額     

   当期純損失  △ 1,058,570 △ 1,058,570 △ 1,058,570 

当期変動額合計 － △ 1,058,570 △ 1,058,570 △ 1,058,570 

当 期 末 残 高 24,637,050 △ 14,143,870 10,493,179 10,493,179 

 



 

 

個 別 注 記 表 
令和 ３年４月 １日から 

令和 ４年３月３１日まで 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産（リース資産を除く） 

    鉄道事業取替資産    取替法によっております。 

その他の有形固定資産  定額法によっております。 

無形固定資産       定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用期間 

（５年）の定額法によっております。 

    リース資産        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

    長期前払費用       均等額償却を行っております。 

 

２．繰延資産の処理方法 

株式交付費        繰延資産とし３年の定額法により償却処理しております。 

  

３．引当金の計上基準 

    賞与引当金        従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事

業年度に負担すべき金額を計上しております。 

 

４．消費税等の会計処理     税抜き方式によっております。 

 

５. 収益及び費用の計上基準   約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該                   

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で、収益を

認識することとしております。 

 

６．工事負担金等の会計処理 

    鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、関係自治体等より工事費の一部と

して工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担

金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

 

７．ヘッジ会計の処理方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっております。 

 

会計方針の変更に関する注記 

１． 時価の算定に関する会計基準等の適用 

当該事業年度より、「時価の算定に関する会計基準」等を適用しております。 



 

 

２．収益認識に関する会計基準等の適用 

当該事業年度より、「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。 

 

収益認識に関する注記 

収益認識に関する会計基準等の対象となる収益に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １０，６２７，５９０千円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された 

   工事負担金等累計額          ４７，６１９，３２０千円 

 

３．固定資産の科目ごとの総額 

有形固定資産             ３９，２７５，５６６千円 

 土地                 ３，５８９，１５６千円 

建物                 １，６９３，８１０千円 

構築物               ３３，６９８，９６８千円 

機械及び装置               ２７４，４２１千円 

工具・器具・備品              １９，２０９千円 

無形固定資産             ３０，０１６，８２８千円 

 施設利用権             ２９，９９２，４０４千円 

その他                   ２４，４２４千円 

 

４． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債務                  ２，４１３千円 

 

５． 財務制限条項の付保 

金融機関からの長期借入金(１年以内返済予定を含む)１３，９０５，０５０千円について

は、財務制限条項が付されています。 

コミット期間満了日(平成 31 年４月 30 日)以降の各年度の決算期及び中間期の末日におい

て貸借対照表における資本の部の金額を資本金の 30％相当額以上に維持すること。 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

  線路使用料収入               ２，１４０，０００千円 

営業費用                     ３８, １４６千円 

営業取引以外の取引による取引高              ８１千円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 発行済株式の数                    ４９２，７４１株 

 



 

 

税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金等であり、評価性引当額として全額を控除してい

ることから、貸借対照表上繰延税金資産は計上しておりません。 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

  当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、資金調達は関係自治体及び金融 

 機関からの借入を行っております。 

    借入金の使途は設備投資資金であり、一部の長期借入金の変動リスクに対して、金利スワッ 

   プ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  令和４年３月３１日（当事業年度末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額 

については、次のとおりであります。 

  また、現金及び預金については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時 

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額 ※ 
時 価 ※ 差 額 

(1) 長 期 借 入 金  

(１年以内返済を含む) 
(64,680,938) (55,362,101) -9,318,836 

 金 融 機 関 (13,905,050) (14,654,088) 749,038 

 関 係 自 治 体 (50,775,888) (40,708,013) -10,067,874 

(2) デリバティブ取引 －  －  －  

※ 負債は、( )で表示しております 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ 

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

  レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格 

          により算定した時価 

         レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン 

                 プットを用いて算定した時価 

         レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

        時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら 

       のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低 

       いレベルに時価を分類しております。 

        (1) 長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

           長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価

に分類しております。金利スワップの特例処理の対象とされている一部の借入



 

 

金についても、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おります。（２．(2)「デリバティブ取引」参照） 

            

        (2) デリバティブ取引 

           金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております。（２．(1)「長期借入金」参照） 

 

賃貸等不動産に関する注記 

  当社は、新大阪～久宝寺間において、線路使用料を収受する鉄道施設（おおさか東線）を保有し

ております。この施設の時価については、線路使用者が限定されるため一般的な市場価格が観察で

きないこと、取得原価から直接減額した工事負担金等受入相当額が帳簿価額に含まれないこと等に

より時価を算定することが極めて困難なため開示をしておりません。 

 

資産除去債務に関する注記 

  当社は、本社事務所の定期建物賃貸借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、本契約時点において賃貸人は、当社が本契約終了後においても再契約の意思

が有ることを了解していることに加え、将来本社を移転する予定もないことから、資産除去債務を

合理的に見積もることが困難なため計上しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

関連当事者との取引に関する注記 

〔法人主要株主等〕                             （単位：千円） 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 大阪外環状線鉄道建設にあたり、大阪府、大阪市及び西日本旅客鉄道株式会社等との合

意に基づき、鉄道建設資金の出資を受けております。 

（注2） 大阪府からの借入金については、「大阪外環状線鉄道建設事業費貸付金協定書」に基づ

き、大阪府が発行する地方債の発行条件に準ずるものとして、大阪外環状線鉄道建設事

業費貸付契約を締結し、借入を行うとともにその利息を支払っております。 

（注3） 大阪市からの借入金のうち、おおさか東線事業については、「大阪外環状線鉄道建設事

業費貸付金協定書」に基づき、大阪市が発行する地方債の発行条件に準ずるものとして、

大阪外環状線鉄道建設事業費貸付契約を締結しております。また大阪外環状線 JR 長瀬～

新加美駅間新駅設置については、おおさか東線事業の借入条件を勘案して、大阪外環状

線 JR 長瀬～新加美駅間新駅設置に関する事業に係る貸付金契約を締結し、借入を行うと

ともにその利息を支払っております。 

属性 
会社等 

の名称 

議決権 

等被所 

有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 

事業年度 

末残高 

主要株主 大阪府 直接 

28.86％ 

－ 出資金 

（注１） 
    － 資本金 7,109,900 

借入金 

（注２） 
－ 

長期 

借入金 
20,328,057 

支払利息 

（注２） 
10,164 未払利息 167 

主要株主 大阪市 直接 

28.86％ 

－ 出資金 

（注１） 
    － 資本金 7,109,900 

借入金 

（注３） 
－ 

長期 

借入金 
20,985,061 

支払利息 

（注３） 
10,492 未払利息 172 

その他の

関係会社 

西 日 本

旅 客 鉄

道㈱ 

直接 

24.55％ 

建設工事の

委託、おお

さか東線鉄

道線路貸付 

出資金 

（注１） 
    － 資本金 6,047,550 

線路使用料

収入 

（注４） 

2,140,000 － － 

債務被保証 

（注５） 
13,905,050 － － 



 

 

（注4） 鉄道線路使用料については、鉄道事業法に基づき国土交通大臣の認可を得て、おおさか

東線に関する鉄道線路使用契約に基づき受入れております。 

（注5） 金融機関からの借入金に対する保証予約を受けております。 

（注6） 取引金額には消費税等を含めておりません。 

１株当たり情報に関する注記 

  １．１株当たり純資産額          ２１，２９５円 ５３銭 

 ２．１株当たり当期純損失          ２，１４８円 ３３銭 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 


